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こ
の
調
査
は
食
品
関
係
企
業
の
景
況

動
向
な
ど
を
調
べ
た
も
の
で
、一
九
九
七

年
よ
り
全
国
の
約
七
〇
〇
〇
社
の
企
業

を
対
象
に
年
二
回
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、二
〇
一
六
年
下
半
期（
二
〇

一
七
年
一
月
一
日
時
点
）景
況
動
向
と
共

に
、Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費

へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
調
査
し
ま
し

た
。

　
消
費
者
意
識
が
契
機

　
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
と
は
、原
料
の
受
け
入
れ

か
ら
最
終
製
品
に
な
る
ま
で
の
全
工
程

に
お
い
て
、危
害
要
因
を
あ
ら
か
じ
め
分

析
し
、危
害
の
防
止
に
つ
な
が
る
、特
に

重
要
な
工
程
を
継
続
的
に
監
視
し
、記

録
す
る
工
程
管
理
シ
ス
テ
ム
の
こ
と
で

す
。そ
の
導
入
を
支
援
す
る「
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ

Ｐ
支
援
法
」で
は
二
〇
一
三
年
か
ら
支
援

対
象
を
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

食
品
製
造
業
で
の
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
導
入

へ
の
取
り
組
み
状
況
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、

三
三・四
％
の
企
業
が「
導
入
し
て
い
る
」

と
回
答
し
ま
し
た（
図
１
）。

　

ま
た
、「
現
状
導
入
し
て
い
な
い
が
、数

年
内
に
導
入
予
定
で
あ
る
」が
一
七
・

一
％
、「
現
状
導
入
し
て
い
な
い
が
、制
度

化
の
内
容
に
よ
っ
て
は
導
入
を
検
討
す

る
」が
三
二・四
％
で
、こ
れ
ら
を
合
わ
せ

る
と
、食
品
製
造
業
者
の
八
二
・
九
％
が

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
導
入
に
意
欲
的
で
あ
る

こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。

　

前
回
調
査（
二
〇
一
六
年
一
月
一
日
時

点
）で
は
、「
導
入
し
て
い
る
」が
三
七
・

五
％
、「
数
年
内
に
導
入
予
定
で
あ
る
」が

七・八
％
、「
将
来
的
に
は
導
入
予
定
で
あ

る
」が
二
七・五
％
で
、こ
れ
ら
を
合
わ
せ

る
と
七
二
・
八
％
で
し
た（
図
２
）。

　

回
答
の
一
部
項
目
が
異
な
る
た
め
単

純
比
較
は
で
き
ま
せ
ん
が
、今
回
の
調
査

で
は「
導
入
し
て
い
る
」ま
た
は「
導
入
を

予
定
し
て
い
る
」と
す
る
割
合
が
、前
回

調
査
に
比
べ
て
一
〇
・
一
％
増
加
し
て
お

り
、Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
導
入
の
関
心
が
高

ま
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

　

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
を「
導
入
し
て
い
る
」ま

た
は「
導
入
を
予
定
し
て
い
る
」と
回
答

し
た
方
に
、実
際
に
導
入（
取
得
）済
み
、

も
し
く
は
今
後
導
入（
取
得
）予
定
で
あ

る
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
認
証
の
種
類
に

つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、自
治
体
や
業
界

団
体
に
よ
る
認
証
な
ど
の
国
内
の
Ｈ
Ａ

Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
証
が
四
八
・
九
％
と
一
番
多
く
、

国
際
的
な
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
証
と
さ
れ
る

Ｆ
Ｓ
Ｓ
Ｃ
２
２
０
０
０
や
Ｉ
Ｓ
Ｏ
２
２

０
０
０
な
ど
は
二
九
・
四
％
と
い
う
結
果

に
な
り
ま
し
た（
図
３
）。

　

Ｅ
Ｕ（
欧
州
連
合
）や
米
国
へ
の
農
林

水
産
物
や
食
品
の
輸
出
な
ど
で
は
、国

際
的
な
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
証
の
取
得
を
求

め
ら
れ
ま
す
。輸
出
拡
大
を
目
指
す
日

本
の
食
品
産
業
に
と
っ
て
は
、国
際
的
な

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
証
の
導
入
を
増
や
し
て

い
く
こ
と
が
今
後
の
課
題
と
言
え
ま
す
。

　

な
お
、認
証
は
取
得
し
て
い
な
い
も
の

の
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
考
え
に
基
づ
い
て
工

程
管
理
を
行
う
な
ど
、自
社
で
自
主
的

に
取
り
組
ん
で
い
る
も
の
は
三
三
・
四
％

食品関係企業
ＨＡＣＣＰ導入に8割超が意欲
前回調査（2015年）を
超える高い関心

農林水産物・食品の輸出促進が食品産業の大きな
戦略テーマになっています。そこで、輸出で食品衛生
管理の重要な条件となるＨＡＣＣＰの取り組みやイン
バウンドへの対応などを調査しました。
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●

と
い
う
結
果
で
し
た
。

　

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
導
入
ま
た
は
導
入
予
定

の
契
機
に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
異

物
混
入
な
ど
の
食
品
事
故
を
契
機
と
す

る
消
費
者
の
意
識
向
上
」が
四
一
・
八
％
、

「
取
引
先
か
ら
の
要
請
」が
四
〇
・
六
％
、

「
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
に
関
す
る
制
度
改
正
」が

三
四
・
四
％
と
続
き
ま
し
た（
図
４
）。

　

政
府
に
よ
る
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
制
度
化
の

議
論
が
進
む
中
、制
度
化
を
待
た
ず
に
、

消
費
者
意
識
の
向
上
や
輸
出
先
を
含
め

た
取
引
先
か
ら
の
要
請
に
基
づ
い
て
自

主
的
に
導
入
、ま
た
は
、導
入
を
検
討
し

て
い
る
企
業
が
多
い
こ
と
が
明
ら
か
に

な
り
ま
し
た
。

　

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
を「
導
入
し
て
い
る
」ま

た
は「
導
入
を
予
定
し
て
い
る
」と
回
答

し
た
方
に
、Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
を
導
入
す
る
際

の
課
題
に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
施

設・設
備
の
整
備（
初
期
投
資
）に
掛
か
る

資
金
」が
五
八
・
三
％
、「
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
導

入
ま
で
に
掛
か
る
費
用（
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
や
認
証
の
手
数
料
な
ど
）」が
四
九
・

二
％
、「
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
導
入
後
に
掛
か
る

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
記
録
管
理
コ
ス
ト
」が

四
四
・
七
％
と
続
き
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、コ
ス
ト
の
負
担
が
導

入
の
課
題
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か

り
ま
し
た（
図
５
）。

　
外
国
人
観
光
客
の
増
加

　

二
〇
二
〇
年
に
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・

―2016年下半期 食品産業動向調査―
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パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
開
催
さ
れ
る
こ
と

な
ど
か
ら
今
後
も
外
国
人
観
光
客
は
増

加
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
、外
国
人
観
光
客
の
増
加
を

食
品
関
係
企
業
は
チ
ャ
ン
ス
と
捉
え
て

い
る
か
聞
い
た
と
こ
ろ
、二
五
・
二
％
が

「
売
り
上
げ
拡
大
の
良
い
機
会
で
あ
る
」

と
回
答
し
ま
し
た（
図
６
）。

　

業
種
別
に
見
る
と
、特
に
飲
食
業（
外

食
）が
四
九
・
一
％
と
他
業
種
に
比
べ
突

出
し
て
高
く
な
り
ま
し
た
。外
国
人
観

光
客
の
増
加
に
期
待
を
寄
せ
て
い
る
こ

と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　
「
売
り
上
げ
拡
大
の
良
い
機
会
で
あ

る
」と
回
答
し
た
方
に
外
国
人
観
光
客
を

増
や
す
た
め
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
聞
い

た
と
こ
ろ
、「
外
国
人
観
光
客
向
け
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
や
営
業
の
強
化
」が
三
八
・

〇
％
、「
外
国
人
観
光
客
向
け
製
商
品
・メ

ニ
ュ
ー
（
料
理
）の
開
発・提
供
」が
三
二・

四
％
と
な
り
ま
し
た（
図
７
）。外
国
語
対

応
可
能
な
人
材
確
保
よ
り
も
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
や
商
品
開
発
な
ど
に
重
点
を

置
い
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。

　
景
況
先
行
き
マ
イ
ナ
ス

　

景
況
Ｄ
Ｉ（
売
上
高
、経
常
利
益
、資

金
繰
り
の
各
Ｄ
Ｉ
の
平
均
で
、景
況
感
を

示
す
景
況
動
向
指
数
）は
、前
回
調
査

（
二
〇
一
六
年
上
半
期
）か
ら
五
・
三
ポ
イ

ン
ト
低
下
し
〇
・
六
と
な
り
ま
し
た（
図

８
）。景
況
Ｄ
Ｉ
は
プ
ラ
ス
値
を
維
持
し

図１　ＨＡＣＣＰ導入状況

図５　ＨＡＣＣＰ導入の際の課題※ 図４　ＨＡＣＣＰ導入の契機（複数回答）※

図２　ＨＡＣＣＰ導入状況（２０１５年下半期）
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　　　の認証の種類（複数回答）※
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その他
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48.9

33.4

29.4

13.9

5.8

58.3 41.8

40.6

34.4

23.3

20.1

14.1

10.3

5.3

49.2

44.7

36.4

34.1

25.8

24.8

20.2

15.9

6.6

1.5



2017・8 AFCフォーラム　17

た
も
の
の
悪
化
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、前
回
調
査
よ
り
売
上
高
Ｄ

Ｉ
、経
常
利
益
Ｄ
Ｉ
、資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ
が

い
ず
れ
も
低
下
し
た
こ
と
が
原
因
で
す
。

　

先
行
き
一
七
年
上
半
期
の
景
況
Ｄ
Ｉ

に
つ
い
て
は
、一
六
年
下
半
期
に
比
べ
売

上
高
Ｄ
Ｉ
が
上
昇
す
る
も
の
の
、経
常
利

益
と
資
金
繰
り
の
Ｄ
Ｉ
が
低
下
す
る
こ

と
か
ら
、景
況
Ｄ
Ｉ
は
〇
・
八
ポ
イ
ン
ト

低
下
し
、▲
〇
・
二
と
小
幅
な
が
ら
マ
イ

ナ
ス
に
転
じ
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

地
域
別
で
は
、一
〇
地
域
の
う
ち
、北

海
道
と
四
国
を
除
く
八
地
域
で
前
回
調

査
か
ら
三
・
九
～
一
一
・
六
ポ
イ
ン
ト
幅

の
低
下
と
な
り
ま
し
た（
図
９
）。

　

先
行
き
一
七
年
上
半
期
に
つ
い
て
は
、

一
六
年
下
半
期
に
比
べ
、甲
信
越
・
北
陸
、

近
畿
、中
国
、九
州
以
外
の
六
地
域
で
一・

八
～
六
・
〇
ポ
イ
ン
ト
幅
で
低
下
す
る
見

通
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

販
売
価
格
Ｄ
Ｉ
は
、四
・
一
ポ
イ
ン
ト

上
昇
し
一
六
・
二
と
な
る
一
方
で
、販
売

数
量
Ｄ
Ｉ
は
一
〇
・
二
ポ
イ
ン
ト
低
下
し

▲
六
・
六
と
な
り
ま
し
た（
図
10
）。製
商

品
価
格
の
上
昇
が
販
売
数
量
の
減
少
に

つ
な
が
っ
て
い
る
傾
向
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

先
行
き
一
七
年
上
半
期
で
は
販
売
価

格
Ｄ
Ｉ
が
七
・
四
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
八
・

八
、販
売
数
量
Ｄ
Ｉ
が
一
一
・
二
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
四
・
六
と
、共
に
プ
ラ
ス
値

と
な
る
見
通
し
で
す
。

　

仕
入
れ
価
格
Ｄ
Ｉ
は
前
回
調
査
よ
り

八
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
四
一
・
三
と
な

り
ま
し
た（
図
11
）。

　

先
行
き
一
七
年
上
半
期
で
は
七
・
五
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
三
三・八
と
価
格
上
昇
は

落
ち
着
く
見
通
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

雇
用
判
断
Ｄ
Ｉ
は
前
回
調
査
よ
り
も

六
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
三
四
・
二
と
な

り
ま
し
た
。雇
用
の
不
足
感
が
増
大
し
て

い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す（
図
12
）。先
行

き
一
七
年
上
半
期
で
は
〇
・
三
ポ
イ
ン
ト

低
下
な
が
ら
三
三
・
九
と
、引
き
続
き
雇

用
の
不
足
感
が
続
く
見
通
し
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

設
備
投
資
Ｄ
Ｉ（
一
六
年
下
半
期
時
点

で
の
一
七
年
通
年
の
設
備
投
資
額
の
見

通
し
）は
、前
回
調
査
よ
り
も
五・一
ポ
イ

ン
ト
低
下
な
が
ら
プ
ラ
ス
値
を
維
持
し

て
い
ま
す
。設
備
投
資
環
境
の
回
復
感

が
続
い
て
い
る
結
果
と
な
り
ま
し
た（
図

13
）。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

  

（
情
報
企
画
部　

山
本 

晶
子
）

︻
調
査
要
領
︼

⃝

調
査
時
点
：
二
〇
一
七
年
一
月
一
日

⃝

調
査
方
法
：
郵
送
に
よ
り
調
査
票
を
配
付
し
、

郵
送
で
回
収

⃝

調
査
対
象
：
公
庫
の
お
客
さ
ま
を
含
む
全
国

の
食
品
関
係
企
業（
製
造
業
、卸
売
業
、小
売

業
、飲
食
業
）六
九
七
五
社

⃝

有
効
回
収
数
：
二
四
四
六
社（
回
収
率
三
五
・

一
％
）

　

う
ち
、製
造
業
一
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図６　外国人観光客の増加と売り上げの拡大について

図７　外国人観光客増加に向けた取り組み

売り上げ拡大の良い機会である 売り上げ縮小の懸念がある売り上げには関係しない 関心がない
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他企業や大学・地域・公的機関など
との連携強化

外国人観光客に対応可能な
人材の確保・育成

国内外の旅行会社との連携強化

外国人観光客向け市場を狙った
新規事業の立ち上げ

販売価格の見直し
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※「売上拡大の良い機会である」と回答した企業に調査
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図８　景況ＤＩ（食品産業、製造業）および日銀短観の推移

（暦年、半期）
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図９　地域別景況ＤＩの推移
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図１０　販売数量ＤＩおよび販売価格ＤＩの推移

（暦年、半期）
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図１１　仕入れ価格ＤＩの推移

（暦年、半期）
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図１２　雇用判断ＤＩと有効求人倍率の推移

（暦年、半期）
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図１３　設備投資ＤＩの推移

上段は調査時期、(　）内は見通し年
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